
【質問　Ｂ】新型コロナウイルスに伴う経営への影響について
１．経営への影響について ※複数回答可能

建設・建築業 製造業 卸小売業 飲食・サービス業 不動産・その他 合計
1：製品・サービスの受注・売上減少、客数減少 12 17 15 14 8 66
2：自社の生産拠点・仕入先の変更に伴う調達コストの上昇 1 2 3
3：取引先の生産拠点・仕入先の変更に伴う調達コストの上昇 1 2 1 1 1 6
４：従業員や顧客の感染防止対策等に伴うコスト増 7 8 4 6 5 30

5：サプライチェーンへの打撃による納期遅れ 2 3 3 4 1 13

6：為替や株価の変動に伴う消費マインドの悪化 3 1 2 6
7：イベント・商談会の延期・中止に伴う受注・販売機会の喪失 5 10 8 8 6 37

8：資金繰りの悪化 9 7 6 4 8 34

9：その他 1 1 1 3

合計 22 52 39 41 15 169

（その他）　・工事現場が停滞になれば、影響が出る。（建設・建築業）
　　　　　　　・在宅勤務などの対応が求められる。（製造業）
　　　　　　　・今のところ影響はないが、これから影響が出てくるだろう。（小売業）

２．新型コロナウイルス感染拡大に対する経営上の対策（検討中含む）について ※複数回答可能
建設・建築業 製造業 卸小売業 飲食・サービス業 不動産・その他 合計

1．製品・サービスの生産・販売計画見直し 2 8 5 4 4 23

2．商品・部品の代替調達先の検討・確保 1 1 1 3 6
3．自社主催商談会・セミナー・イベントの中止・延期 2 3 5 3 3 16
4．他社主催商談会・セミナー・イベントの中止・延期 3 6 7 4 4 24
5．従業員勤務体制見直し（テレワーク・時差出勤等） 5 8 5 4 3 25
6．従業員・来訪者へのマスク着用・消毒液利用のお願い 11 10 10 12 8 51

7．県外出張の見合わせ 5 13 6 3 6 33

8．業態の変更 1 2 1 4 8

9．価格の見直し 2 1 3 2 1 9

10．設備投資計画の見直し 3 3 2 3 1 12

11．物流ルートの見直し 1 2 1 4

12．採用計画の見直し 1 2 1 3 7

13．金融機関への資金相談 7 8 4 4 5 28

14．対策は行わない 1 2 3

15．その他 1 1 2

合計 35 55 53 53 28 224

（その他）　・他業種への参入（建設・建築業）
　　　　　　　・販売促進の見直し（小売業）

３．新型コロナウイルスの影響に対する支援制度の利用状況について
建設・建築業 製造業 卸小売業 飲食・サービス業 不動産・その他 合計

１．すでに融資・補助金・助成金を利用 1 2 2 1 1 7
２．今後、融資・補助金・助成金・給付金を利用する予定 9 14 6 11 7 47

３．利用予定なし 6 3 8 7 5 29

合計 16 19 16 19 13 83

（利用した支援制度）　・日本政策金融公庫融資（2件）　　　・雇用調整助成金（2件）
　　　　　　　　　　　　　　・県セーフティネット融資（1件）

【質問　Ｃ】　現在、経営上で直面している問題点について　　※複数回答可能
項目 建設・建築業 製造業 卸小売業 飲食・サービス業 不動産・その他 合計

１．売上が上がらない 13 17 13 13 8 64

２．利益が上がらない 9 14 11 9 6 49

３．消費・需要の停滞 3 11 9 8 9 40

４．仕入価格（原材料費）の上昇 4 3 3 4 2 16

５．販売単価、受注単価の低下 2 4 2 1 1 10

６．後継者不足 4 1 1 2 3 11

７．大型店等の進出等による競争の激化 2 1 3

８．従業員不足 5 1 2 2 3 13

９．従業員の技術力不足 4 6 2 1 13

10．事業資金の借入難 3 1 1 1 6

１１．商品在庫の過剰 2 3 2 7



１２．消費者ニーズの変化への対応 2 3 2 1 8

１３．その他 1 1 2

合計 47 62 53 45 35 242
その他：・販路拡大（小売業）　　

　　　　・コロナウイルス対策に国費が使われ、消費増税の恩恵が我々に回ってくるかが不安（福祉事業）

【質問　Ｄ】　行政や当所に対するご意見・ご要望
●今後新築物件の引渡しが困難になり、運転資金の確保ができなければ、苦しい。相談窓口の混雑の解消と速やかな

　　融資体制の構築をしてほしい。（建設・建築業）

●給付金を出してほしい（建設・建築業、製造業）

●次亜塩素酸水の効果について県として調査報告して正しい情報を発信してほしい。（建設・建築業）

●スピーディーな対応をお願いしてほしい。（建設・建築業）

●消費税０円になるよう国に働きかけてほしい。（建設・建築業）

●オンライン会議の指導や案内をしてほしい。（製造業）

●助成金・給付金について至急明確にしてほしい。（小売業）

●県民への外出自粛を要請する場合は企業などへの補償を早急に考えてほしい。（飲食業）

●こまめな情報提供（補助金など）をしてほしい。詳細な申請事例を紹介してほしい。（その他）

●農業に対する影響は今のところないので、逆に支援できることがあれば教えてほしい。（農林水産業）

●保育所は開いていて当たり前と思われているが、保護者の仕事が休みやテレワークなどの場合は、自宅で保育して

　もらえるよう行政からも保護者への呼びかけに協力願いたい。（福祉事業）


